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Abstract 
 
On April 4, 2019, the European Commission published an expert report titled “Competition Policy for the 
digital era, Final report.”  At the request of the EU Commissioner for competition Margrethe Vestager, three 
outside scholars prepared the report to explore how EU competition policy should evolve in the digital age.  
They analyze the three main characteristics of the digital economy (i.e. (a) extreme returns to scale, (b) network 
externalities, and (c) the role of data) and identify strong economies of scope in the digital economy, which foster 
the development of platforms and/or ecosystems, giving incumbents a strong competitive advantage that makes 
them “very difficult to dislodge.”  The scholars also identify strong incentives for dominant digital companies 
to engage in anti-competitive behavior.  They conclude that the existing basic framework of EU competition 
law is sufficiently flexible and reliable to protect competition, and serve consumers in the digital age.  However, 
the scholars emphasize that it requires some adjustments to its various established concepts and assessment tools.  
With the rise of big technology companies like Google, Apple, Facebook, and Amazon (GAFA), and/or Baidu, 
Alibaba, and Tencent (BAT), governmental authorities all over the world are now facing the similar problems as 
mentioned above.  They should cooperate in studying the issues and thereby design the additional regulatory 
framework that is necessary in the digital world.     
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 [解説] 
 
2019年 4月 4日、「欧州委員会」(='the European Commission')は、「デジタル時代のための競争政策 最
終報告書」(='competition policy for the digital era Final report')1を公表した。 
 
本報告書は、「如何に、「競争政策」(='competition policy')が、「デジタル時代」(='the digital age')にお
いて、「消費者を支持する」(='pro-consumer')「イノベーション/革新」(='innovation')を促進し続ける目
的で進化するべきかを「探索する」(='explore')こと」2、をその目的とする。 
 
当該報告書は、欧州委員会の「競争総局」(='Directorate-General for competition')担当の Margrethe 
Vestager委員によって、2018年3月28日に、任命された任命された3人の「特別顧問」(='special adviser(s)')
である the Humboldt University of Berlinの法学の教授であるHeike Schweitzer、the Toulouse School of 
Economicsの経済学の教授である Jacques Crémer、及び Imperial College Londonのデータ・サイエンス/
データ科学の准教授であるYves-Alexandre de Montjoye(以下、これら 3名を「執筆者」と呼ぶ)によっ
て、作成された。 
 
本報告書は、全 7箇章から構成される。まず、第 1章で、執筆者は、本報告書の作成の経緯、目的、
及び構成について言及する。次に、第 2章で、彼らは、「デジタル・エコノミー/デジタル経済」(='digital 
economy')の 3 つの「鍵となる/重要な/主要な」(='key')特徴に、焦点を当てる。そして、第 3 章で、執
筆者は、デジタル時代における EU 競争法の目標、及びそれが使用するべき「方法論」
(='methodology(-ies)')に関する彼らの考えの概要を述べる。更に、執筆者は、これらの「フレームワー
ク/枠組み」(='framework(s)')を背景として、第 4章で、「プラットフォーム」(='platform(s)')、第 5章で、
「データ」(='data')、並びに第 6章で、「デジタル領域における合併及び買収」(='Mergers and Acquisitions 
in the Digital Field')に対して、EUの「競争ルール/競争準則」(='competition rule(s)')を適用する際におけ
る、一般的な示唆を行う。最後に、第 7章で、彼らは、結論を述べる。 
                                                        
1 European Commission, Competition Policy for the digital era, Final report, a report by Jacques Crémer, 
Yves-Alexandre de Montjoye & Heike Schweitzer (2019), available at 
<http://ec.europa.eu/competition/publications/reports/kd0419345enn.pdf> (visited Apr. 10, 2019). 
2 Id. at 2. 
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概して、執筆者は、デジタル・エコノミー/デジタル経済においても、競争法の基本的な目的を再考
する必要は、存在せず、「活力有る競争政策の強制/執行は、依然として、消費者の当該利益及び経済
全体に奉仕するある強力な「ツール/道具」(='tool(s)')である」3こと、を指摘する。 
 
その根拠として、執筆者は、「過去 60年以上、EU競争ルール/準則は、「市場環境」(='market setting(s)')
のある広範な多様性における競争を保護するための確固たる基礎を、提供してきた」4こと、「競争法
の「法理」(='doctrine')が、「確固たる」(='solid')実証的証拠に基づいて、「一件一件の/ケース-バイ-ケー
スの」(='case-by-case')で、進化し、そして、多岐に渡る挑戦及び変化する状況に対して対応してきた」
5こと、並びに「同時に、EU競争ルール/準則の安定した「核心的な/中心的な」(='core')「原則/基本原
理」(='principle')は、「一貫性を有する」(='consistent')強制/執行を保証してきた」6こと、を挙げる。 
 
また、執筆者は、「「欧州連合の機能に関する条約」(='the Treaty on the Functioning of European Union'/
以下「TFEU」)101条及び 102条7に組み込まれた、競争法の当該基本的フレームワーク/枠組みは、デ
ジタル時代における競争を保護するために、ある「(合理的で)確かな」(='sound')、かつ、十分に柔軟
な基礎を提供し続ける」8と主張する。 
 
しかしながら、執筆者は、同時に、デジタル・エコノミー/デジタル経済を考察し、それを特徴付け
る3つの鍵となる/重要な/主要な特徴である、(a) 「規模に関する極端な収穫」(='extreme returns to scale')、
(b) 「ネットワーク外部性」(='network externality(-ies)')、及び(c) 「データの役割」(='the role of data')に
よって、そこでは、強力な「範囲の経済」(='economies of scope')が、存在すること、を指摘する。そし
て、彼らは、それが、「エコシステム/生態系」(='ecosystem')の発展を優遇し、特に、「プラットフォー
ム」(='platform(s)')を保有する既存の事業者に対して、「取り除くことは、非常に困難な」(='very difficult 
                                                        
3 Id. at 3. 
4 Id. 
5 Id. 
6 Id. 
7 See Consolidated Version of the Treaty on the Functioning of the European Union arts. 101 & 102, Mar. 30, 
2010, 2010 O.J. (C 83) 47, 88-89, available at 
<https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:12012E/TXT&from=EN> (visited Apr. 10, 
2019) (以下「TFEU」).   
8 See supra note 1, at 3. 
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to dislodge')9強力な「競争上の優位性」(='competitive advantage')を与えること、を確認する。 
 
同時に、彼らは、「「支配的な」(='dominant')デジタル企業が、「反競争的行為/行動」(='anti-competitive 
behaviour')に従事する強力な「インセンティブ/誘因」(='incentive(s)')が、存在する」10こと、を確認す
る。 
 
そして、執筆者は、全てのこれらの要因が、デジタル・エコノミー/デジタル経済において、競争が
取る当該形態に、大きく影響を与えること、及び、それらに対応する目的で、「活力有る」(='vigorous')
競争政策の「強制/執行」(='enforcement')が、要求され、かつ、競争法が適用される当該やり方に対す
る「調整/修正/補正」(='adjustment(s)')が、正当化されること、指摘する。 
そして、彼らは、本稿の以下で引用するその[要約]においても記される様に、本報告書の各章で、
有るべき改善のあり方を、多岐に渡って、詳細に分析する。 
 
結論として、執筆者は、本報告書において、EUの競争ルール/競争準則)の当該適用の一般的な示唆
を行うものである11。 
 
彼らは、既存の競争政策のある徹底的な制度改革を示唆しない一方で、確立された「概念」
(='concepts')及び「評価」(='assessment')の(ための)「ツール/道具」(='tool(s)')に対する「調整/修正/補正」
(='adjustment(s)')を、提案する12。 
 
執筆者は、また、幾つかの領域において、規制上の変化/変更のために、より長期的な時間が、必要
とされ得ること、を示唆する13。 
 
その一方で、執筆者は、その「厳格さ」(='rigidity')、「柔軟性の欠如」(='lack of flexibility')、及び「捕
獲のリスク/危険」(='risk of capture')が、非常に高いこと、等を理由として、デジタル時代のためのあ
る新たな類型の「公益事業型(の)規制」(='public utility regulation')が、出現することは、想定していな
い14。 
                                                        
9 Id. 
10 Id.  
11 Id. at 125-26.  
12 Id. at 125.  
13 Id. at 126.  
14 Id.  
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彼らは、ある一定の状況における規制の有用性を認識しつつも、競争当局が、より多くの「ガイダ
ンス/案内/指導/手引き/指示」(='guidance')を提供することによって、デジタル・エコノミー/デジタル経
済が、より良く機能するために貢献し得ること、そして、そのことによって、事業者に対するより多
くの「法的確実性/法的安定性」(='legal certainty')を創出するべきであること、を主張する15。 
 
最後に、執筆者は、当該報告書が、如何に競争政策が、デジタル時代に適合するべきか(と云う問い)
に対する最終的な言葉となり得ないし、それを意図するものでもないことを述べて、むしろ、それが、
競争政策の実務と学術との間の継続する議論に貢献すること、を希望する16。 
 
本報告書は、(その目次の構成に示される様に、)巨大 IT企業によって、保有される「プラットフォ
ーム」、その上で収集され、そして、利用される各種の「データ」、及びそれらによる「デジタル領域
における合併及び買収」、特に、「キラー・アクイジション/殺し屋買収」(='killer acquisition(s) ')等と呼
ばれる、ある急速に成長し、そして、顕著な競争上の潜在能力を有する小規模な「スタート-アップ/
新会社」(='start-up(s)')に対する支配的なプラットフォームによる買収、に対して、特に焦点を当てる。 
 
 近時には、一般に「GAFA」(すなわち、Google Inc.、Apple Inc.、Facebook, Inc.、及びAmazon.com, Inc.
の 4社)に代表される支配的なプラットフォームを保有する巨大 IT企業の活動に対応すること、を目
的とする政策が、各国の当局によって、模索されてきた。また、一般に「BAT」(すなわち、Baidu, Inc. 
(百度公司)、Alibaba Group Holding Limited(阿里巴巴集団)、及び Tencent Holdings Limited(騰訊控股有限
公司)の中国系の 3社)と呼ばれる巨大 IT企業も、その活動の領域を、中国国内のみならず、世界に拡
大してきた17。 
                                                        
15 Id.  
16 Id. at 127.  
17 従前には、「BAT」と呼ばれる中国系の巨大 IT企業の事業の最も主要な顧客が存在する地理的範
囲は、実質的には専ら「中国国内」を中心とする、所謂「中国語圏」又は「中華圏」等と呼ばれる地
域であった。そのため、それらの活動は、EU、米国、及び日本等の当局によって、議論は有るが、一
部の例外的事項を除いて、必ずしも本格的な調査、並びに強力な強制/執行等の対象とされてこなかっ
た。しかし、例えば、本報告書が、特に焦点を当てる「データの役割」、特に、情報の「収集及び使用」
等に関連して、それらは、従前から議論の対象とされてきたGAFAと同様の能力を、既に有している
と理解されるべきである。また、繰り返される企業の「買収」等によって、それらの影響力が、「ユー
ザー/利用者」(='user(s)')の認識を遙かに超えて及ぶことも、可能となっている。したがって、BAT に
対しても、その様な前提に基づいた政策的対応が、不可欠である様に思われる。その様なことを考察
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例えば、2019年 3月 13日、米国のObama政権で主席エコノミストを務めた Jason Furman教授が、
議長を務める英国の「デジタル専門家(専門)委員会」(='the Digital competition Expert Panel')は、デジタ
ル・エコノミー/デジタル経済の当該機会及び挑戦に直面する/対峙する英国の競争(法)の枠組みの変化
のための戦略的な勧告を行う、本報告書と類似の報告書18を発行した。 
 
一方、概して、EUと比較して、これまで巨大 IT企業の活動に対して、より寛容な政策が取られて
きたと考えられてきた米国でも、それらの活動に対する当局の対応が、本格的に開始される様になっ
てきた。 
2019年 6月 4日、連邦議会の「下院の司法委員会」(='U.S. House Committee on the Judiciary')は、デ
ジタル市場における競争に対するある(2大政党による)超党派の調査を開始すること、を発表した19。 
また、2019年 7 月 23 日、合衆国司法省は、同省の反トラスト局が、市場を主導するオンライン・
プラットフォームが、市場支配力を獲得し、そして、競争を減殺し、「イノベーション/革新」
(='innovation')を阻害し、又はもしそうでなければ消費者に損害を与えてきた実務/行為に従事している
か(否か)及び(そうであるならば)どの様に(それを行ってきたか)を審査している、と発表した20。 
                                                                                                                                                                             
する場合には、執筆者が、本報告書で主張する様に、専ら、「実際に発生した(すなわち、顕在化した)
事件」に対して、「事後的に」対応する競争法を、巨大 IT企業に対する主たる規制手段とするのみで
は、必ずしも十分ではなく、「より一般的な事象」に対して、「(予防法学的意味も含めて)事前的に」
対応する個別の事業法等による規制が、(少なくとも、執筆者が主張する程度よりも)より遙かに重視
されるべきである様に思われる。 
18 Jason Furman et al, Unlocking digital competition: Report of the Digital Competition Expert Panel, March 
2019 (2019), available at 
<https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/785547/unloc
king_digital_competition_furman_review_web.pdf> (visited Apr. 10, 2019). 
19 U.S. House Committee on the Judiciary, House Judiciary Committee Launches Bipartisan Investigation 
into Competition in Digital Markets; Committee will investigate the rise and use of market power online and 
assess the adequacy of existing antitrust laws and current enforcement levels (rel. June 3, 2019), available at 
<https://judiciary.house.gov/news/press-releases/house-judiciary-committee-launches-bipartisan-investigation-co
mpetition-digital> (visited June 10, 2019).  
20 U.S. Department of Justice, Justice Department Reviewing the Practices of Market-Leading Online 
Platforms; Review Focuses on Practices that Create or Maintain Structural Impediments to Greater Competition 
and User Benefits (rel. July 23, 2019), available at 
<https://www.justice.gov/opa/pr/justice-department-reviewing-practices-market-leading-online-platforms> 
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更に、連邦議会の Elizabeth Warren上院議員に代表される識者によって、巨大 IT企業を分割して、
そして、当該産業部門に「大きな、構造的な変化」をもたらす構造的問題解消措置を取るべきである、
という主張も、なされる様になってきた2122。 
                                                                                                                                                                             
(visited Aug. 15, 2010). 
21 マサチューセッツ州選出の民主党上院議員である Elizabeth Warren女史は、Harvard Law Schoolの
教授も務めた連邦倒産法及び消費者保護等の専門家でもある。2018年 3月 8日、彼女は、2020年の合
衆国大統領選挙の候補者として、巨大 IT企業(すなわち、ここでは、Google Inc.、Facebook, Inc.、及び
Amazon.com, Inc.の 3社)に対する「剥奪」(='divestiture')を行うことを、その政策として提案した。Warren
上院議員は、「今日の巨大 IT企業は、余りに大きな力を、すなわち、我々の経済、我々の社会、及び
我々の民主主義に対して、余りに大きな力を有している。彼らは、競争を取り壊してきたし、我々の
個人情報を利益のために利用してきたし、そして、「レベル・プレイング・フィールド/同等の競争条
件」(='level playing field')を、それ以外の全てのものに対して傾けてきた。そして、当該過程で、小さ
な事業者に損害/被害を与えて、イノベーション/革新を阻害してきた」、と批判する。そして、彼女は、
全世界の収益が、250億合衆国ドル/年以上の巨大 IT企業であって、公衆に対して、ある「オンライン・
マーケットプレイス」(='online marketplace')、ある「交換/取引所」(='exchange')、又は「第三者を接続
するためのあるプラットフォーム」(='a platform for connecting third parties')を提供する企業を、「プラ
ットフォーム・ユーティリティー」(='Platform Utility(-ies)')として定義して、(a) それらが、「プラット
フォーム・ユーティリティー」及びそのプラットフォーム上の如何なる「参加者」(='participant(s)')の
両方を所有することを立法で禁止すること、(b) 「プラットフォーム・ユーティリティー」に対して、
「公正で」(='fair')、「合理的で」(='reasonable')、及び「非差別的な」(='nondiscriminatory')ある基準を充
足することを要求すること、並びに、(c) 「プラットフォーム・ユーティリティー」が、第三者に対
してデータを移転し、又はそれとデータを共有すること、を禁止すること、を提案する。また、彼女
は、「非合法の」(='illegal')、かつ、反競争的なテクノロジー(企業の)合併を「覆す」(='reverse') 「規制
者」(='regulator(s)')を任命すること、を提案する。 
Elizabeth Warren, Here’s how we can break up Big Tech, medium.com, at 
<https://medium.com/@teamwarren/heres-how-we-can-break-up-big-tech-9ad9e0da324c> (Mar. 8, 2019) 
(visited Mar. 15, 2019).  
22 Elizabeth Warren上院議員は、所謂「GAFA」の 1社であるApple Inc.についても、App Storeが、
分割されるべきである、とインタビューで語った、と報じられた。 
Nilay Patel, Elizabeth Warren wants to break up Apple, too; ‘Either they run the platform or they play in the 
store’, theverge.com, at 
<https://www.theverge.com/2019/3/9/18257965/elizabeth-warren-break-up-apple-monopoly-antitrust> (Mar. 9, 
2019) (visited Mar. 15, 2019).  
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我が国でも、巨大 IT 企業の活動に関連して、特に、(1) デジタル課税、(2) 公正競争の確保、及び
(3) プライバシーの保護、の観点から、各種の問題が提起され、具体的事案も発生してきた。現在、
特に、経済産業省、公正取引委員会及び総務省によって、当該問題に対応する政策の策定が進められ
ている23。 
 
近い将来には、各国及び/又は地域における競争政策及び規制政策のあり方と同時に、それらに際し
て、それらの当局等による(調査・研究を含む)協力、更に、それらの国及び/又は地域における政策の
調和のあり方も、議論の対象とされるものと思われる24。 
                                                        
23 2018年 12月 18日、経済産業省、公正取引委員会及び総務省は、プラットフォーマー型ビジネス
の台頭に対応したルール整備を目的として、競争政策、情報政策及び消費者政策等の観点から専門家
による検討を行い、「デジタル・プラットフォーマー型ビジネスの台頭に対応したルール整備の基本原
則」を策定したこと、を公表した。今後、これらの当局は、当該原則に沿って、具体的措置を早急に
進展させることを予定している。 
経済産業省「プラットフォーマー型ビジネスの台頭に対応したルール整備の基本原則を策定しました」
(2018年 12月 18日), available at <https://www.meti.go.jp/press/2018/12/20181218003/20181218003.html> 
(visited Dec. 20, 2018).  
なお、当該基本原則は、経済産業省のWWWサイト
<https://www.meti.go.jp/press/2018/12/20181218003/20181218003-1.pdf>(2018年 12月 20日訪問)から閲覧
及び入手が可能である。 
24 但し、当然のことであるが、ある国又は地域において採用される政策の策定に際しては、それら
における状況が、強く反映されていることに、留意が必要で有る。また、歴史的には、ある特定の目
的で採用された政策が、現在では、当初の目的の想定を(遙かに)超えた影響を、実質的にもたらす場
合が存在することについても、十分な注意が必要である。例えば、本報告書では、競争当局の役割が
極めて重視されている。その理由として、EUでは、デジタル世界の基礎とも云うべき、主に「リン
ク層」を規制の対象としてきた従前の情報通信政策の実現に際して、加盟国の思惑等によって、統一
的な政策が、必ずしも当初の思惑通りには実現されない場合が存在した、と云うことも、当該見解が
示された理由の 1つである様に思われる。また、例えば、EUの「一般データ保護規則」(='the General 
Data Protection Regulation'/以下「GDPR」)(see infra note 27)は、その前身は、文字通り専ら「個人デー
タの取扱いに係る個人の保護」及び「公衆デジタル通信網における個人データ及びプライバシー保護」
を、その目的とするものであったが、現在のGDPRは、本報告書が、特に焦点を当てる「データの役
割」に関連して、実質的に、データに関連する産業政策において、最も主要な事業者規制の手段の 1
つとなっていることにも、留意が必要である。更に、例えば、本報告書においては、「プラットフォ
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 [付記]  
本稿は、研究題目「持続的な経済成長の促進を可能とする ICT利活用のあり方に関する総合的研究」
(国際共同研究加速基金(国際共同研究強化))(平成 28-令和元年度)(JSPS 科研費 15KK0109)に対して交
付された、科学研究費補助金の成果の一部を含むものである。 
現在、客員研究員として、The University of California, Berkeleyで在外研究を行うことを可能とする
ために御助力を頂いた、同大学の the Charles and Louise Travers Department of Political Scienceの学部長
である Steven K. Vogel教授を始めとする全ての方、そして、当該在外研究で貴重な知見を得ることを
可能とするために御助力を頂いた全ての方に、謹んで心からの謝意を示したい。 
 
 
 
 
 
 
                                                                                                                                                                             
ーム」(='platform(s)')の「規制者」(='regulator(s)')としての役割が、強調されていることが、顕著な特徴
であるが、このことも、例えば、デジタル世界における「インフラストラクチャー/社会基盤施設」
(='intermediation infrastructure')としてのプラットフォームを提供するGAFAに代表される巨大 IT企業
に類似の企業が、(世界的な基準におけるその規模の大小に関わらず、)域内から発生したものが、ほ
ぼ存在せず、また、過去も含めてGAFA等が得意とする技術分野等で一定の成功及び/又は普及を示し
た技術及び/又は事業者も、ほぼ存在しなかった (すなわち、日本とは異なって、電子商取引等に従事
する楽天株式会社(Rakuten, Inc.)や、少なくともかつては自らが開発した「サーチ・エンジン/検索エン
ジン」(='search engine') の利用を含む「サービス/役務」(='digital service(s)')を、自らのWWWサイトで
ある「goo.ne.jp」上で提供していた株式会社エヌ・ティ・ティエックス(NTT-X)((現)エヌ・ティ・ティ 
レゾナント株式会社)に相当する事業者が、全く誕生及び成長をしてこなかった) という、EU域内の
状況を、反映するものである様に思われる。 
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